
平成27年度の取り組み方針について

第２回 水害に強いまちづくり検討会

平成27年3月19日
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資料－４

平成25年度

＜ステップ１＞：大規模水害対策の方向性とりまとめ
・「土器川における大規模水害に適応した対策検討とりまとめ書（案）」を協議会で承認

＜ステップ２＞：“水害に強いまちづくり”のため
のアクションプラン検討【行政】

◆平成26年度
・検討の場：「土器川における水害に強いまちづくり検討会」

（事務局：香川河川国道事務所）

・検討内容：

【テーマ１】住民目線での災害情報のあり方

【テーマ２】地域コミュニティの活性化と地域連携体制の強化

【テーマ３】避難の実効性確保のためのハード・ソフト整備

★大規模水害に関するタイムライン（防災行動計画）

・検討方法：代表市町による「検討部会」を設置し、モデル地
区を対象として検討（行政、香川大学で検討）

・住民ワークショップの開催

・検討会の開催

・「とりまとめ書（案）」の作成

・検討部会、住民ワー
クショップの開催

・検討会の開催

・アクションプラン【行
動計画書（案）】の
作成

【大規模水災害に適応した対策検討会】 ⇔ 【香川地域継続検討協議会】 【香川河川国道事務所】

関係市町・関係機関
とのキャッチボール

＜ステップ４＞：流域・地域で一体となった
大規模水害対策の実施

◆平成29年度以降の予定

・「アクションプラン（案）」に基づく、各主体での着実
な事業推進

・「とりまとめ書（案）」および「アクションプラン（案）」
に基づく、他地域や他機関への展開

【水害に強いまちづくり検討会】 ⇔ 【香川地域継続検討協議会】

南海トラフ巨大地震を想定した
地域継続計画（ＤＣＰ）の検討

◆平成26年度
・検討の場：「香川地域継続検討協議
会」（事務局：香川大学危機管理研究
センター）

・検討内容：アクションプラン検討

◆平成27年度
・検討内容：香川地域におけるアクショ
ンプランの実践、四国ＤＣＰ検討等

協議会での成果（ノウハウ）

土器川における大規模水害対策検討の全体の流れ（まとめ）
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＜ステップ３＞：“水害に強いまちづくり”のため
のアクションプラン検討【住民】

◆平成27～28年度
・検討内容：大規模水害に関するタイムライン（防災行動計画）

・検討方法：モデル地区における「住民ワークショップ」を実施し、

住民目線でタイムラインを具体化（住民、行政で検討）

⇒住民意見を踏まえ、アクションプラン（案）をブラッシュアップ

“行政での検討”から“行政と住民での検討”へ



１．香川型ＤＣＰ検討の目的

危険情報と地域コミュニティ活動の有機的な連携

２．住民ワークショップでの検討手法（土器川ケーススタディ）

１）ワークショップ・メンバー

①テーブル参加者：地域住民

②テーブル進行者：防災士会（防災リーダーの役割）

③テーブル記録者：関係市町職員

２）検討手法

・情報共有ツール（地域共通情報と地域個別情報）を用いて、情報を共有し、
「私たちの大規模水害対策」を意見集約

＜①地域個別情報＞ ＜②地域共通情報＞

＜私たちの大規模水害対策＞

被害指標（浸水深により
“困ること”が変化）

緊急活動拠点（避難所を
含む）

防災関係機関の緊急活
動内容

災害へ
の備え

被災
直後

その後

自助

共助

公助

いつ

誰が

何をするか

通常の生活
に戻るまで

「自助」：自分自身がすること
（命を守る）

「共助」：地域がすること
（地域を守る）

「公助」：行政等に助けてほしい
こと（住民や地域を支援
する）

３．香川型ＤＣＰ検討の枠組み

大規模水害浸水想定図
（最大浸水深図、浸水深時系列変化図）

被害の状況は
時系列的に変化

４．目標と戦略

５．取り組みに向けての役割

６．ＤＣＰ策定に向けた検討
・ＰＤＣＡサイクルによるアクションプラン検討を実施

・ＤＣＰを上位の考え方としたＢＣＰ検討を実施

①「犠牲者ゼロ」、「被害の最小化」

②地域住民が自ら判断し助け合って、命の安全を確
保するための避難を実行

③安全な避難に対して実効性を確保

目
標

戦
略

①防災情報の充実

②地域コミュニティの活性化と地域連携体制の強化

地域コミュニティ 関係市町 施設管理者 協議会
（香川大学）

情報共有と
地域連携

各地域において情報共有の場
の設置（ワークショップの実施）

地域個別情報共
有ツールの作成

地域共通情報共
有ツールの作成

地域コミュニティ
の活性化

防災リーダーの育成（行政、防
災士会等による支援）

－ －

市町
市町

地域
ｺﾐｭﾆﾃｨ

地域
ｺﾐｭﾆﾃｨ

地域
ｺﾐｭﾆﾃｨ

地域
ｺﾐｭﾆﾃｨ

地域
ｺﾐｭﾆﾃｨ

地域共通情報共有ツール

香川地域継続検討協議会（事務局：香川大学）

施設管理者

施設管理者

  ＤＣＰ検討のプラット
ホームとしての役割

地域個別
情報共有ツール

地域個別
情報共有ツール

防災の専門家
（香川大学、
防災士会等）

  地域コミュニティと
市町をつなぐ役割
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土器川（中讃地区）ケーススタディから見た香川型DCP検討手法 【枠組み、目標と戦略】

土器川（中讃地区）ケーススタディから見た香川型DCP検討手法 【アクションプラン】
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１．香川型ＤＣＰ検討におけるアクションプランの目的

河川行政、地域行政、地域住民の有機的な連携による
安全な避難や復旧・復興の実効性確保

２．検討部会での検討手法（土器川モデル地区ケーススタディ）
～河川行政と地域行政の連携～

１）検討部会・メンバー

①テーブル参加者：丸亀市職員（全関連部署）、香川県（危機管理課、
中讃土木）、防災の専門家（香川大学、高松地方気象台）、河川管
理者（香川河川国道事務所）

②テーブル進行者：丸亀市職員（危機管理課、建設課）

③テーブル記録者：河川管理者

２）検討テーマ

・【テーマ１：情報】住民目線での災害情報のあり方

・【テーマ２：連携】地域コミュニティの活性化と地域連携体制の強化

・【テーマ３：実効】避難の実効性確保のためのハード・ソフト整備

・大規模水害に関するタイムライン（防災行動計画）

３）検討手法

・複合災害（河川氾濫、内水氾濫、土砂災害、ため池氾濫、高潮）を想
定し、「水害に強いまちづくりのための重点対策」を意見集約

＜土器川堤防決壊前＞ ＜土器川堤防決壊後＞

３．住民ワークショップでの検討手法（土器川モデル地区
ケーススタディ） ～地域行政と地域住民の連携～

１）ワークショップ・メンバー

①テーブル参加者：地域住民

②テーブル進行者：防災士会（防災リーダーの役割）

③テーブル記録者：丸亀市職員、河川管理者

２）検討テーマ、検討手法

・複合災害を想定し、「住民目線によるタイムライン（防災行動

計画）」を意見集約

５．流域・地域で一体となった大規模水害対策の実施
・着実な事業推進 ・他地域や他機関への展開

飯野山

丸亀港

柳池

大束川浸水区域

土砂災害

ため池決壊
浸水区域

青ノ山

排水ポンプ

丸亀城

内水氾濫

内水氾濫

右岸3.2k
堤防決壊

青ノ山

飯野山

丸亀港

排水ポンプ

柳池

大束川浸水区域

ため池決壊
浸水区域

土砂災害

内水氾濫

丸亀城

外水氾濫

４．アクションプランの作成（土器川モデル地区）

１）河川・地域行政と地域住民の連携による重点対策

２）住民目線による複合災害を想定したタイムライン

①土器川水位・危険情報表示板の設置
②一時避難場所（３階建て以上）の設定

情
報

連
携

①防災士会と連携した地域防災リーダー育成、地域防災力
向上の仕組みづくり

②防災関係機関と地域コミュニティが連携した防災教育・訓
練の仕組みづくり

③災害時要配慮者の避難支援体制の整備

④防災関係機関と地域コミュニティが連携した情報共有の仕組
みづくり

時間軸 自然
現象

気象・水象
情報

防災行動

行政（国、県、市） 住民等

災害警
戒期

複合
災害

台風・雨量・
水位

体制、避難勧告発
令、水防活動 等

情報収集、避
難行動 等

応急対
応期

－ － 体制、緊急活動、
応急復旧 等

安否確認、避
難所運営 等



＜H27年度＞ 大規模水害対策の検討成果（案）

■Ｈ２７検討成果（案）
◎成果 ：土器川流域における「水害に強いまちづくり」の実現のため、

モデル地区における大規模水災害に備えたタイムラインの具体化

  関係機関および地域住民を対象として、台風による大規模水災害が発生することを

前提に、時間軸に沿った防災行動計画（タイムライン）を予め作成することで、被害
を最小限にくい止めるもの。

  被害想定は、複合災害（河川氾濫、内水氾濫、土砂災害、ため池氾濫、高潮）。

◆時間軸 ：災害警戒期～発災時刻（0ｈｒ）～応急対策期

◆関係機関：国（気象庁、国交省、気象台）、県、市、住民 等

  住民ワークショップの場で、タイムラインの実効性を確保するための課題を抽出し、
アイデア（具体的な対策案）を検討。

⇒住民意見を反映した、モデル地区における「アクションプラン【行動計画
書（案）】」のブラッシュアップ
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“河川行政と地域行政の連携“から“地域行政と地域住民の連携”へ
住民目線での検討により、H26年度検討成果をさらに充実させる

• 検討組織と役割（３つの組織）

【事務局： 国土交通省】

  モデル地区における地域住民を対象と
した情報共有・意見集約

【事務局： 国土交通省】

  「アクションプラン【行動計画書（案）】」の

検討（河川・地域行政と地域住民が連携
したタイムラインのとりまとめ）

【事務局： 香川大学】

  連携・サポート

• 本検討の対象（区域、災害要因）
モデル地区：土器川下流部右岸側（丸亀市土器町東および土器町北）

検討対象の災害：複合災害（河川氾濫、内水氾濫、土砂災害）

＜H27年度＞ 大規模水害対策の検討組織と役割
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● 香川地域継続検討協議会（既存会議）
・・・・香川県内における大規模水害を検討

・メンバー 国地方支分部局、香川県、高松市、坂出市、経済団体、香川大学、
インフラ各社等

・設 立 平成24年5月31日

● 水害に強いまちづくり検討会（既存会議）
・・・・丸亀市土器町東、土器町北地区をモデル地区として検討

・メンバー 香川大学危機管理研究センター、香川県中讃土木事務所、丸亀市、
まんのう町、坂出市、善通寺市、宇多津町、琴平町、香川県防災士会、
高松地方気象台、四国地方整備局 香川河川国道事務所

「アクションプラン【行動計画書（案）】」の提出

★ 水害に強いまちづくりワークショップ（ＷＳ）
・メンバー モデル地区住民、香川県防災士会、香川大学危機管理研究センター、

香川県（危機管理課、中讃土木事務所）、丸亀市（危機管理課、建設課等）、
高松地方気象台、四国地方整備局 香川河川国道事務所

意見集約

“河川行政と地域行政の連携“から“地域行政と地域住民の連携”へ
H26年度検討組織に加え、モデル地区住民がワークショップに参加



第1回 ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ

第3回 ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ

事前連絡会

＜H2７年度＞「水害に強いまちづくりワークショップ」検討フロー

・モデル地区における複合災害、行政による
情報伝達手段や緊急活動等について、情報
の共有（情報共有ツール）

・行政が実施するタイムライン（案）（避難勧
告・避難指示の発令タイミング、発災前後の
対応）

検討ステップ 検討内容（情報共有） 検討成果（意見出し）
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・住民目線によるタイムライン（防災行動計画）
・アクションプランのブラッシュアップ

第2回 ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ

・平成25～26年度の検討概要

・モデル地区における複合災害による被害想定（浸水深時系列変化、最大浸水深、土砂災害警戒
区域を図化）および被害の内容（人的被害、物的被害）

・タイムライン（防災行動計画）検討の進め方

・ワークショップの進め方（平成27～28年度の２年間の予定）

・住民目線による時間軸に応じた防災行動の抽
出（“いつ”、“誰が”、“何をするか”）

  時間軸（いつ）：災害警戒期

  立場（誰が）：地域住民（自助）
地域コミュニティ（共助）
行政（公助）

  情報共有ツールを参考に、具体的な防災行
動の内容を意見集約

・第1回ワークショップのふり返り

・災害警戒期のタイムライン（たたき台）の提
示

・防災行動の掘り下げ（タイムラインに従って行
動すれば、安全に避難ができるか、応急対策
がスムーズにできるか）

  タイムラインの実効性を確保するための課
題を抽出

・第2回ワークショップのふり返り

・災害警戒期のタイムライン（素案）の提示

・モデル地区における住民目線での課題

■事前説明

■災害警戒期のタイムライン

■タイムラインまとめ

■住民目線による重点対策
・住民目線による時間軸（平常時～災害警戒期）
に応じた“水害に強いまちづくりのためのアイ
デア”（実効性のある具体的な対策）の抽出

  避難の実効性を確保するための重点対策を
意見集約

H28年度 ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ
応急対策期のタイムライン

第1回 ワークショップ

第2回 ワークショップ

第3回 検討会

協議会

・平成25～26年度の検討概要
・複合災害による被害想定、被害の内容
・タイムライン（防災行動計画）検討の進め方
・ワークショップの進め方

・住民目線による時間軸に応じた防
災行動の抽出（災害警戒期）

【ワークショップ結果とりまとめ】

・モデル地区における「住民目線に
よる災害警戒期のタイムライン」の
作成

・避難の実効性確保のためのアイデ
ア（重点対策）の意見集約

第4回検討会

H28年度 ワークショップ継続（応急対策期のタイムライン）

・アクションプラン【行動計画書（案）】の提出

ワークショップ結果報告

事前連絡会

・全体実施方針
の確認

協議会での地域
継続計画の検討

・モデル地区での災害警戒期のタイムラインの検討
・モデル地区でのアクションプラン【行動計画書（案）】の検討
・今後の進め方の調整

＜H27年度＞「水害に強いまちづくり検討会・ワークショップ」スケジュール
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第3回 ワークショップ
・住民目線による時間軸に応じた“水
害に強いまちづくりのためのアイデ
ア”を抽出

・防災行動の掘り下げ

【アクションプランのブラッシュアップ】

・住民意見を反映した「アクションプラン
【行動計画書（案）】の見直し検討

アクションプラン実践・事業化、ＤＣＰ策定H29年度以降


